
第１２次世田谷区交通安全計画（素案） 概要版 

第１部 総論 

第１章 計画策定の考え方 

■１ 計画策定の趣旨 

交通安全対策の総合的な推進を図るため、交通安全対策基本法(昭和４５年法律第110

号)に基づき、昭和４６年以降 11 次にわたり「世田谷区交通安全計画」を策定している。そ

の上で、世田谷区及び関係機関が一体となり各種の施策を計画的に実施し、交通事故防

止に努めている。 

また、交通事故の防止は緊急かつ重要な課題であり、引き続き人命尊重の理念の下に、

総合的な交通安全対策を強力かつ計画的に推進していく必要がある。そのため、本計画の

見直しを５年おきに実施し、時代に即した交通安全啓発活動等の各取組みによって区民生

活の安全を図るため、第１２次世田谷区交通安全計画を策定する。 

■２ 計画の性格 

交通安全対策基本法第２６条の規定により、東京都の交通安全計画に基づき、区長が関

係機関等の協力を得て定める、区内道路交通の安全対策に関する総合的な施策の大綱 

■３ 期間 
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● 計画の位置づけ 

第２章 交通事故の状況 

■１ 区内の交通事故  

（１）区内全域 世田谷区の交通事故は長期的に減少傾向だが近年は増減を繰り返し、令和７年は 1,619件で死者は６人であった。 

（２）高齢者 高齢者の事故は令和３年以降増加したものの再び減少に転じ、令和７年は５１８件、死者数も長年５人未満である。 

（３）子ども 子どもの事故は「小学生」が最も多く令和３年以降微増傾向だが、死者はゼロ～１人と重大事故は少ない。 

（４）自転車 自転車事故は令和７年に８６１件まで減少し死者ゼロが続く一方、若年層（２０歳未満）の割合が増加している。また、

区内の交通事故の約５割が自転車関与事故である。 

（５）二輪車 二輪車事故は長期的には減少しつつも近年横ばいで、死者数は平成２２年以降５人未満である。 

（６）飲酒運転 都内の飲酒事故は近年横ばいながら令和７年に１９５件へ増加し、死亡事故は２件であった。通常事故より致死率が

高い特徴がある。 

■２ 新たな重視すべき視点における交通事故 

（１）小型モビリティ 都内の特定小型原付の事故は単独事故が多く、負傷者が発生するも死者ゼロであった。事故当事者の７割超を若年

層（20〜39歳）が占めている。 

（２）外国人 令和６年に訪都外国人旅行者数は約 2,479 万人で、平成２７年と比較して約２倍に増加し、過去最高となった。ま

た、日本の運転免許を保有する外国人は年々増加し、外国人による交通事故件数も近年増加傾向にある。 

 

目指すべき社会 

交通事故を防ぎ 

区民のすべてが 

安心して充実した生活を 

送ることができる 

安全な社会 

【交通安全都市宣言】 

交通安全対策基本法 

（国）交通安全基本計画〈第２２条〉 

（国）交通安全業務計画〈第２４条〉 

（都）交通安全計画〈第２５条１項〉 

（都）交通安全実施計画〈第２５条３項〉 

 

（区）交通安全計画〈第２６条〉 

第１２次世田谷区交通安全計画 

期間／令和 8年度（2026年度）～令和 12年度（2030年度） 

39.1%
36.7% 37.0% 38.0%

34.5% 35.2%
37.0%

39.8%
41.6%

44.0%
47.8%

50.0% 48.9%
51.2%

48.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

自転車が関与した交通事故の推移（区内）

事故総件数 自転車関与事故件数 自転車関与率

事故件数（件） 関与率（％） 

（警視庁統計より作成） 



第３章 第１２次世田谷区交通安全計画の目標 

■ 交通事故の削減目標                       

 
 

 

 

第４章 課題解決の方向性 

■ 重点課題                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

第５章 計画の推進 

■１ 行政機関                                                                                     

区、国、都、警察、消防等が相互に連携し、交通事業者や学校、ＰＴＡとも協力して、交通安全施策を総合的に推進します。 

■２ 事業者、交通関係団体等                                                                     

事業所単位の交通安全教育の実施等を進め、交通事故の防止に努めるとともに、区や警察と連携して、効果的な交通安全対策を推進します。 

■３ 区民                                                                    

交通安全意識を高め交通ルールの遵守と正しいマナーの実践を主体的に進める等、計画の担い手の一人となり、交通安全について考え行動することを期待します。 
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進のため、地域や事業者と連携した啓発活動の推進と
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第２部 講じようとする施策 

Ⅰ 重点施策  Ⅱ 分野別施策 

   

 

➢ 関係機関と連携した交通ルールの周知徹底や交通安全教育を推進 

➢ 外国人を含めた交通ルールの普及啓発 

➢ 無免許運転・通行区分違反等の悪質運転に対する指導取締りを強化 

 第 6章 特定小型原動機付自転車を始めとする小型モビリティの安全対策の推進 

➢ 高齢者に対する交通安全教室の開催等による交通安全啓発の推進 

➢ 外国人を含めた交通ルールの普及啓発 

➢ 安全な生活道路の構築や交通規制の見直しなど道路交通環境の整備 

➢ ユニバーサルデザインの観点から誰もが利用しやすい公共交通利用環境の整備 

 第 1章 高齢者の交通安全の確保 

➢ 子どもや保護者等に対する交通安全教室の開催等による交通安全啓発の推進 

➢ 外国人を含めた交通ルールの普及啓発 

➢ 安全な生活道路の構築や通学路の点検・改善など道路交通環境の整備 

 第 2章 子どもの交通安全の確保 

➢ 交通安全教室の開催や広報媒体の活用による交通安全の啓発の推進 

➢ 自転車安全利用推進員の育成・支援 

➢ 自転車通行空間や自転車利用環境の整備 

➢ 交通ルールの遵守のため指導取締りの強化 

 第 3章 自転車の安全利用の推進 

➢ 運転者に対する交通安全教室等による交通安全教育の推進 

➢ 標識・照明等の安全施設の整備 

➢ 無謀運転抑止のための指導取締りの強化 

 第 4章 二輪車事故の防止 

➢ 交通安全キャンペーン等において関係機関が一体となった地域ぐるみによる飲酒運転

根絶意識の高揚 

➢ 飲酒運転に関する周辺者への広報啓発活動の推進 

➢ 飲酒運転の取締りの強化 

 第 5章 飲酒運転の根絶 

 

➢ 道路や橋梁など自転車・歩行空間の整備を計画的に進め交通基盤を強化する 

➢ 狭あい道路解消や安全施設整備により事故防止と安心な道路環境を確保する 

➢ 公共交通の充実と無電柱化等により利便性と快適性の高いまちを実現する 

 第 1章 道路交通環境の整備 

➢ ライフステージに応じた体系的な交通安全教育を推進する 

➢ 地域・家庭・学校等が連携し交通安全意識の普及徹底を図る 

➢ 広報や参加型活動を通じ区民の安全行動とマナー向上を促進する 

 第 2章 交通安全意識の普及徹底 

➢ 交通実態に応じた規制と交通管制により安全で円滑な交通を確保する 

➢ 違法駐車や放置自転車対策を推進し適正な駐車秩序を確立する 

➢ 重大事故につながる違反の取締りを強化する 

 第 3章 道路交通秩序の維持 

➢ 高齢社会に対応し、運転者教育と管理強化で安全意識向上を図る 

➢ 車両や自転車の点検整備意識を向上させて安全性の確保と事故防止を図る 

 第 4章 安全運転と車両の安全性の確保 

➢ 救助・救急体制や人材育成を強化し迅速で的確な救命活動を推進する 

➢ 救急設備や搬送体制の充実により早期対応と医療連携の強化を図る 

➢ 応急手当の普及や相談体制充実により区民の救急対応力向上を図る 

 第 5章 救助・救急体制の充実 

➢ 交通事故相談体制を充実し被害者への支援に努める 

➢ 自転車保険等の加入促進により事故時の経済的リスクに備える 

➢ 被害者への情報提供を通じた支援を図る 

 第 6章 被害者の救済 

➢ 連続立体化等により開かずの踏切解消を推進し交通円滑化と安全確保を図る 

➢ 踏切設備の改良や看板設置等の啓発により事故防止と安全対策の強化を図る 

 第 7章 踏切道の安全確保 


